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岩手 県 復興 防災 音 


産業 再生 特区 の Q&A 復興 くら し 再建 課 





産業 再生 特区 に つい て よく ある 質問 を まとめ まし た 。 

























































































【 制 度 全般 】 
1 | 指定 | 指定 の 申請 は どこ に 行え ば よい | 事業 の 実施 場所 を 所 管 す る 市 町 村 へ 申請 書類 を 提出 し て くだ さい 。 申請 
の か 。 書類 は 市 町 村 経由 で 県 に 届き 、 県 が 指定 要件 に 基づき 審査 の 上 、 指定 し ま 

























































































2 | 指定 すぐ に 適用 され な い 特 例 に つい 指定 の 申請 は 、 事 業者 の 判断 で 行う こと が で きま す 。 
て も 指定 の 申請 を し て よい の か 。 









































3 | 指定 特例 ご と に 指定 を 受け な けれ ば 特例 の 対象 と な る 事業 者 の 活動 内 容 が 異な る 場合 、 特 例 に よっ て は 他 の 

































































な ら な い の か 。 特例 と 指定 の 要件 が 異な る こと か ら 、 受 け よ うと する 特例 ご と に 指定 を 受 
け て いた だ く 必 要 が あり ます 。 
4 | 指定 複数 の 特例 に 係る 指定 の 申請 複数 の 特例 に 係る 指定 の 申請 を 同時 に 行う こと は 可能 で す が 、 特 例 ご と 
まとめ て 行う こと は 可能 か 。 に 様式 が 定め られ て お り 、 記載 する 内 容 や 添付 書類 も 異な る た め 、 そ れ ら 
の 必要 書類 を 省略 する こと が で きま せん 。 























た だ し 、 共 通 の 添付 書類 が ある 場合 、 す べ て を 原本 と せ ず 、 原本 が 一 部 
あれ ば 残り を 写し で 代用 する こと は 認め られ ます 。 

な お 、「 設 備 投資 減税 (37 条 )」、「 雇 用 減税 (38 条 )」 及 び 「 新 規 立地 促 
進 税制 (40 条 )」 は 選択 適用 と な り ま す 。 又 、「 開 発 研究 用 資産 減税 (39 
















































































































































































































































































条 )」 は 他 の 特例 と 併用 可能 で す が 、 同 一 の 資産 に つい て 37 条 及 び 39 条 
双方 の 特例 を 二 重 に 適用 する こと は で きま せん の で 、 ご 注意 くだ さい 。 
5 | 指定 指定 を 受け られ な か っ た 場合 、 指定 要件 を 満た さなか っ た 事業 者 が 後に 指定 要件 を 満た すこ と に な っ 
再 申請 し て も よい か 。 た 場合 、 再 申請 を 行う こと が で きま す 。 
6 | 認定 中 定 事 業者 は いつ 実施 状況 報告 指定 事業 者 は 、 当 該 指定 事業 者 の 事業 年 度 終了 後 、 決 算 月 の 翌月 23 
書 を 提出 する の か 。 まで に 市 町 村 に 実施 状況 報告 書 を ご 提出 いた だ く 必 要 が あり ます 。 例え 


















































ば 、 3 月末 決算 の 法人 の 場合 は 4 月 23 日 が 、 個 人 事業 者 の 場合 は 1 月 23 
日 が それ ぞ れ 提出 期限 と な り ま す 。 
な お 、 指 定 に 係る 復興 推進 事業 を 適切 に 実施 し て いる と 認め られ る 場 
合 、 実 施 状況 報告 書 の 提出 を 受け た 日 か ら 原則 と し て 1 ヶ月 以内 に 復興 推 






























































































































































7 | 認定 指定 事業 者 事業 実施 計画 書 に 記 事業 者 指定 に 当たっ て は 、 実 際 の 申告 時 と 整合 性 が 図れ る よ う 設 備 投資 
載 さ れ た も の 全て が 実際 の 申告 時 | 計画 等 の 内 容 を 審査 し て お り ま す が 、 最 終 的 に は 各 税 務 当 局 の 判断 と な り 
に 特例 対象 と し て 認め られ る の | ます 。 
か 。 し た が っ て 、 事業 者 指定 を 受け 、 復興 推進 事業 の 認定 を 受け た か ら と い 
っ て 、 指 定 事業 者 事業 実施 計画 書 に 記載 され た も の 全て が 特例 対象 と し て 

認め られ る と は 限り ませ ん の で 、 ご 承知 お きく だ さい 。 
定 事業 者 事業 実施 計画 書 の 内 | 指定 事業 者 は 、 指 定 申請 書 の 記載 事項 や 指定 事業 者 事業 実施 計画 書 の 内 
容 に 変更 が あっ た 場合 は どう すれ | 容 に 変更 が あっ た 場合 は 、 遅 滞 な くそ の 計 を 届け 出 な けれ ば な り ま せん 。 
ば よい の か 。 変更 届出 書 も 、 指定 申請 書 や 実施 状況 報告 書 と 同様 、 市 町 村 を 経由 し て 提 
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9 | 変更 変更 の 届出 が 不要 と な る 場合 は 内 容 の 変更 が 軽微 で あれ ば 届出 は 不要 で あり 、 変 更 の あっ た 内 容 で 実施 
ある の か 状況 報告 書 を 作成 し て くだ さい 。 
な お 、 軽微 な 変更 に 該当 する か どう か の 判断 が 難し い 場 合 は 、 ご 相談 く 
だ さい 。 (軽微 な 変更 の 例 : 設備 投資 の 内 容 の 変更 を 伴わ な いも の で あり 、 
か つ 同 一 事業 年 度 内 に 取得 し た 設備 の 事業 の 用 に 供し た 年 月 日 の 相違 又 
は 取得 を 予定 し て いた 設備 の 取得 価額 の 相違 ) 
【 設 備 投資 関係 】 
10 | 設備 37 条 の 特別 償却 又は 税額 控除 の | 復興 産業 集積 区 域内 に お ける 産業 集積 事業 の 用 に 供し た 建物 、 和 建物 附属 
投資 | 適用 対象 と な る 設備 は どの よう な | 設備 、 構 築 物 及 び 機 械 ・ 装 置 で あり 、 車 両 ・ 運 搬 具 や 器具 ・ 備 品 な ど は 対 
も の か 。 象 と な り ま せん 。 
な お 、 和 宿舎 や 食堂 な どの 福利 厚生 に 係る 設備 は 対象 と し て 認め て お り ま 
せん の で 、 ご 注意 くだ さい 。 
又 、 製 作 ・ 建 設 の 後 事業 の 用 に 供 さ れ た こと の な い 設 備 が 対象 で あり 、 
修繕 費 や 中 古 品 は 対象 と な り ま せん が 、 様 々 な ケー ス が 考え られ ます の 
で 、 各 税務 当局 に ご 確認 くだ さい 
11 | 設備 39 条 の 適用 対象 と な る 研究 開発 | 新た な 製品 の 製造 若しくは 新た な 技術 の 発明 又は 現に 企業 化 さ れ て い 
投資 資産 は どの よう な も の か 。 る 技術 の 著しい 改善 を 目的 と し て 特に 行わ れる 試験 研究 の 用 に 供 さ れる 
減価 償却 資産 の うち 産業 集積 の 形成 に 資す る も の と し て 政令 で 定め る も 
の で 、 そ の 製作 又は 建設 の 後 事業 の 用 に 供 さ れ た こと の な いも の で す 。 
下 令 で 定め る 減価 償却 資産 と は 、 専ら 開発 研究 の 用 に 供 さ れる 建物 、 建 
物 附属 設備 、 構 築 物 、 工 具 、 器 具 ・ 備 品 、 機 械 ・ 装 置 及び ソフ トウ エア の 
うち 産業 集積 の 形成 に 資す る も の と し て 財務 省令 で 定め る も の で す 。 財務 
省令 で 定め る も の は 、 減 価 償却 資産 の 耐用 年 数 等 に 関す る 省令 別表 第 6 の 
上 欄 に 掲げ る 建物 、 建 物 附 属 設備 、 構 築 物 、 工 具 、 器 具 ・ 備 品 、 機 械 ・ 装 
置 及 び ソ フト ウエ ア で す 。 
12 | 設備 委 助 金 等 (グル ー プ 補助 金 な ど ) 対象 と な り ま す 。 
投資 | に より 取得 し た 設備 は 特例 の 対象 な お 、 圧縮 記帳 し て いる 場合 、 特 別 償却 や 税額 控除 の 額 は 、 圧縮 後 の 取 
と な る の か 。 得 価額 を 基準 と し て 算定 する 必要 が あり ます 。 (様々 な ケー ス が 考え られ 
ます の で 、 各 税務 当局 に ご 確認 くだ さい 。) 
13 | 設備 例え ば 3 月 末 決 算 の 場合 、5 月 設備 を 取得 し 事業 の 用 に 供し た 日 が 含ま れる 事業 年 度 内 に 指定 を 受け 
投資 | に 取得 し 事業 の 用 に 供する 設備 に | た 場合 で あれ ば 、 特 例 を 適用 する こと が で きま す 。 
つい て 、 6 月 に 指定 を 受け て も 特 た だ し 、 事業 計画 を 判断 し て 事業 者 指定 を 行う も の で あり 、 事業 の 用 に 
例 を 適用 する こと が で きる の か 。 | 供し た 後 で は な く 、 計画 段階 で 指定 申請 いた だ く こ と が 望ま し い の で 、 ご 
注意 くだ さい 。 
14 | 設備 2021 年 3 月 31 日 まで に 指定 を 内 陸 市 町 村 の 事業 者 は 、2021 年 3 月 31 日 まで に 事業 の 用 に 供し た 設備 
投資 | 受け た 場合 、 例 えば 9 月 末 決 算 で | が 対象 で す の で 、 こ の 場合 適用 され ませ ん 。 
あっ て も 、2021 年 4 月 1 日 以降 に 沿岸 市 町 村 の 事業 者 は 、2024 年 3 月 31 日 まで に 事業 の 用 に 供し た 設備 
事業 の 用 に 供し た 設備 に は 適用 さ | が 対象 と な り ま す の で 、 こ の 場合 適用 され ます 。 な お 、 新 計画 に 基づく 指 
れ な い の か 。 定 を 受け 直す 必要 が あり ます 。 
15 | 設備 赤字 決算 が 今後 も 数 年 度 続 く 3 可能 で す が 、 事 業者 指定 を 受け 、 復 興 推進 事業 の 認定 を 受け た 上 で 、 市 
投資 | 定 で あり 、 所 得 税 ・ 法 人 税 の 課税 | 町 村 で 課税 免除 又は 不 均一 課税 の 手続 き を する 必要 が あり ます 。 
の 特例 の 適用 は 見 込め な い 事 業者 














































































































le | 項 || 。 質 商 。 。 | 。 パパ 回 答 。 | 
で あっ て も 、 新 た に 機械 等 の 設備 
投資 を 行う 場合 、 固 定 資産 税 の 課 
税 免除 叉 は 不 均一 課税 の 特例 を 適 
』H す る こと は で きる の か 。 

16 | 設備 地方 税 の 課税 免除 又は 不 均一 事業 者 指定 (37 条 、39 条 、40 条 ) を 受け る 必要 が あり ます 。 

投資 | 税 の み 受 ける こと を 前 提 と し た 場 な お 、 地方 税 の 課税 免除 又は 不 均一 課税 を 受け る た め に は 、 そ れ ぞ れ の 
合 に お いて も 、 事 業者 指定 を 受け | 地方 税 の 窓口 で の 手続 き が 必要 で す 。 

る 必要 が ある の か 。 
17 | 設備 令 和 3 年 4 月 1 日 以降 は 特例 の 以下 5 つの 要件 を 満た す 場 合 、 従 前 どおり 特例 措置 を 適用 で きる こと が 












































































































































































































































































































































投資 | 対象 外 と な っ た 内 陸 市 町 村 の 事業 | あり ます 。 詳 細 は お 問い 合わ せく だ さい 。 

者 に お いて 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 1) 令 和 3 年 3 月 31 日 まで に 事業 者 の 指定 を 受け て いる こと 

感染 症 等 の 影響 に より 、 令 和 3 年 2) 本 来 で あれ ば 信和 3 年 3 月 31 日 まで に 対象 資産 を 事業 の 用 に 供 

3 月 31 日 まで に 対象 資産 を 取得 し する 予定 で あっ た こと 

て 対象 事業 の 用 に 供する こと が で 3) 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 直接 的 な 影響 に より 、 対 象 資 産 を 

き な か っ た 場合 の 措置 は ある の 業 の 用 に 供する こと が で き な か っ た こと ※ 

か 。 4) 令 和 6 年 3 月 31 日 まで に 対象 資産 を 事業 の 用 に 供する こと 
5) その 他 の 復興 特区 税制 の 適用 要件 を 満た し て いる こと 
※(3) の 例 




















・ 海 外 か ら 部 材 が 届か な い 等 、 設備 機器 等 の 納入 の 遅れ に より 工事 が 
進ま な い 場合 
・ 海 外 か ら 技 術 者 が 入国 で き な い 等 、 出入 国 制限 及び 渡航 制限 等 に よ 
工事 が 遅れ る 場合 
・ 同 感染 症 の まん 延 に より 従業 員 が 出社 で き な い 等 、 会 社 そ の も の の 
営業 が で き な い 場合 
な お 、 景気 の 先行 き が 不透明 で ある な ど 、 一 般 的 な 景況 判断 か ら 設備 
投資 を 控え る よう な ケー ス は 対象 と な り ま せん 。 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































【 雇 用 関係 】 
18 38 条 の 税額 控除 に お いて 、 対 象 次 の いずれ か の 要件 を 満た す 雇 用 者 が 対象 で す 。 
と な る 雇用 され て いる 被災 者 の 範 ① 平成 23 年 3 月 11 日 に お いて 特定 被災 区 域内 に 所 在 する 事業 所 に 雇 
刑 は 。 1 きれ て いた 者 
② 平成 23 年 3 月 11 日 に お いて 特定 被災 区 域内 に 居住 し て いた 者 
又 、 上 記 の 要件 を 満た す 場 合 、 新 規 雇用 者 だ け で な く 、 現 従業 員 も 対象 
と な り ま す 。 
19 | 雇用 給与 等 支給 額 が 特例 対象 と な る 指定 の 日 か ら 同 日 以後 5 年 を 経過 する 日 まで の 期間 で す 。 
期間 は 。 た だ し 、 内 陸 市 町 村 の 事業 者 は 2021 年 3 月 31 日 まで に 事業 者 指定 を 受 
ける 必要 が あり ます 。 沿岸 市 町 村 の 事業 者 は 2024 年 3 月 31 日 まで に 指定 
を 受け る 必要 が あり ます 。 又 、 複 数 回 指定 を 受け る こと は で きま せん 。 
20 対象 と な る 雇用 の 形態 に つい て 指定 事業 者 か ら 給与 等 の 支給 を 受け る 者 で 、 正社員 、 パー ト の 区 別 は あ 
は 、 正 社員 、 パ ー ト な どの 区 別 は | り ま せん 。 
ある の か 。 



































































































































21 | 雇用 給与 等 の 「 等 」 は 具体 的 に 何 を 給与 等 の 定義 は 、 俸 給 、 給 料 、 賃 金 、 歳 費 及 び 賞 与 並 びに これ ら の 性 質 
指す の か 。 を 有する 給与 で す 。 (様々 な ケー ス が 考え られ ます の で 、 各 税務 当局 に ご 

確認 くだ さい 。) 
22 1 家族 経営 の 場合 、 例 えば 、 父 親 白色 事業 者 で 雇用 する 被災 者 が 専業 専従 者 で ある 場合 、 特 例 の 適用 を 受 






















































































が 代表 者 、 息 子 が 従業 員 と し て 雇 | ける こと が で き な い ケー ス が ある よう で す 。 (様々 な ケー ス が 考え られ ま 
契約 し て いる 場合 は 、 息 子 の 給 | す の で 、 各 税務 当局 に ご 確認 くだ さい 。) 
与 も 特例 対象 と な る の か 。 

































































































































































23 電 用 人 で 事業 を し て いる 個人 事業 関係 が 無く 、 給与 の 考え 方 が 当て は ま ら な いこ と か ら 、 対象 と な り 























者 も 特例 対象 と な る の か 。 ませ ん 。 

















